










一般に､ フランチャイズに対しては､ 脱サラをした個人 (事業経験のない
素人) がフランチャイズに加盟し､ 商品やノウハウを提供してもらうことで
独立 (起業) をする仕組みであるというイメージが強い｡ しかし､ 日本での
実態を調べると､ 法人 (企業) による加盟が少なくない割合を占めてきたと
いう事実がある｡ 日本では､ この法人によるフランチャイズ加盟のことを
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た｡ しかし､ 法人は個人とは異なる戦略的な意思決定を行うため､ その意
思決定の特性を探ることは､ これまでのチャネル選択論が見落としていた
課題を浮き彫りにする可能性がある｡ そこで本稿は､ 法人フランチャイジー
の研究を進めるための基礎的課題である､ 定義､ 特性､ 類型などについて
検討を行った｡
キーワード：フランチャイズ (franchising)､ 法人フランチャイジー (cor-
porate franchisee)､ 意思決定 (decision making)､ マルチユ
ニット・フランチャイジー (multi-unit-franchisee)､ 中小企
業 (small and medium sized enterprise)
日本の法人フランチャイジーの特性とその研究の意義
フランチャイズ研究への新たな視角
｢法人加盟｣､ 法人加盟者 (企業加盟社) のことを ｢法人フランチャイジー｣
と呼んでいる｡ これらは､ 日本のフランチャイズ業界では､ すでに一般的な
用語として定着している｡


















た､ 現在の日本の法人フランチャイジーは､ 自社の事業戦略 (事業ポートフォ
リオ) の中にフランチャイズ事業を位置づけており､ 中には自社の独自のノ
ウハウを用いながら本部のノウハウを改善・進化させるものも見られる2)｡
























で得た知見である｡ この調査件数は､ 予備的調査を含めて71社であったが､ その分析
については別稿に譲る｡
3) 経済産業省の ｢フランチャイズ・チェーン事業経営実態調査｣ による｡ これは､ 全国
の小売業､ 飲食業､ サービス種に属するフランチャイズ加盟店2,542店を対象に､ そ





留意すべきである｡ たとえば､ 専業でフランチャイズ事業を開始しても､ その後にフ
ランチャイズ以外の事業を始めると兼業型になる｡ 逆に､ 兼業でフランチャイズ事業
を開始しても､ 後に本業を廃業するとフランチャイズ専業になる｡ さらに､ 兼業型フ
ランチャイジーのフランチャイズ事業部が分社化すれば､ フランチャイズ専業の法人
(子会社) になってしまう｡ 詳細はⅦ－3の類型化のところで述べる｡
5) フランチャイズ専門のコンサルティング会社 I. Fujita International, Inc (本社：カリ
フォルニア州) の資料 (原資料は International Franchise Association資料)｡ なお､
この資料ではアメリカは７割が起業目的の個人加盟者とされている｡
6) I. Fujita International, Inc代表の藤田一郎氏へのヒヤリング (2020年５月６日)｡
的な分析がなされてこなかった｡
そこで本稿では､ 研究が遅れてきた日本の法人加盟や法人フランチャイジー









むものとの２種類がある｡ 基本的に､ 前者はフランチャイズ専業の法人 (専
業型)､ 後者は他の事業との兼業の法人 (兼業型) とみてよい｡
留意すべきは､ フランチャイズの発祥の地であるアメリカでは､ 日本のよ
うな法人加盟や法人フランチャイジーという概念や視角が見られないことで




その代わり､ アメリカでは､ １店舗ごとの契約か複数 (多) 店舗まとめて
の契約か､ １ブランド加盟か複数 (多) ブランド加盟か､ という視点から捉
えることが以前から行われてきた｡ 複数 (多) 店舗をまとめて出店し運営す
るものは ｢マルチユニット・フランチャイジー (Multi-unit-franchisee, MUF)｣
と呼ばれ､ 複数 (多) ブランドに加盟するものは ｢マルチブランド・フラン
チャイジー (Multi-brand-franchisee, MBF)｣ と呼ばれている｡
マルチユニット・フランチャイジーには個人も多く居るが､ 近年では法人
(企業) に成長するケースが増えてきている｡ 中には､ ｢メガ・フランチャイ
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(たとえば Kaufman and Dant 1996 ; 	and Mittelstaedt 2005 ; Gomez





しかし､ このようなアメリカの ｢マルチユニット・フランチャイジー｣ は､
日本でいう ｢法人フランチャイジー｣ とはかなり異質なものといえる｡ とい
うのも､ それは単なる複数店舗を所有するフランチャイジーではなく､ あら
かじめ本部に店舗開発計画 (開発地域､ 出店予定数､ 出店期限など) を示し
て開発契約を交わしたフランチャイジーを指すからである｡ ｢エリア・ディ
ベロッパー｣､ ｢エリア・フランチャイザー｣ とも呼ばれ､ 本部の店舗開発の
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8) 基本的に直営で出店するが､ 自らがエリア本部として特定エリア内でサブ・フランチャ
イズ契約を行うケースも少なくない｡ つまり､ 他のフランチャイジーを募集し､ 加盟
金やロイヤリティを徴収する (本部との契約により一部は本部に渡る)｡ マルチユニッ






























た存在だと考えられるのである｡ すなわち､ アメリカ (の研究) では､ 個人
や個人事業主あるいは専業型の法人フランチャイジーが念頭に置かれてきた
と考えられるのである｡
図は､ 日本の ｢法人フランチャイジー｣ とアメリカの ｢マルチユニット
(マルチブランド)・フランチャイジー｣ が意味するところの違いを示したも
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か｡ この違いは､ 端的にいうなら､ 従来のフランチャイズ研究とくに流通論
におけるチャネル選択を巡る議論に､ 新しい課題を提起するものといえる｡
チャネル選択を巡る研究は､ つまるところ､ 本部 (フランチャイザー) や加





のか､ が課題とされてきた｡ また､ その際には加盟者の特性や属性が十分に
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10) フランチャイズ方式と直営店方式の選択問題については､ Combs et al. (2004)､ 北島・

















注) ｢複数店舗の兼業型の法人｣ については､ アメリカのマルチユニット (マルチブランド)・フ




















代に入る頃からは､ ｢多角化のための加盟｣ といった言葉も､ 雑誌記事など
で見かけるようになった｡ そして､ その成功事例として､ いくつかの大規模
な法人フランチャイジーが ｢メガフランチャイジー｣13) と呼ばれるようにな
り､ 雑誌などで取り上げられるようにもなった14)｡ 2000年代前半には､ とく
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12) 中小企業の法人加盟という経営戦略について､ 初期の段階でとりあげたものとしては
『月刊中小企業』 の1990年７月号の記事がある｡ そこでは ｢多様化する加盟者｣ とし
て､ 既存の事業者 (中小企業) による転業や多角化をめざした加盟の増大が記されて





というものである｡ しかし､ この30店舗以上､ 売上高20億円以上という数値に明確な




に出された (小林・リンク総研 2002；経済産業研究所 2003；新原・高岡












タが存在しない｡ 日本にはフランチャイジー (加盟者) の業者団体は存在し
ないし16)､ 本部も加盟者情報を開示していないからである｡ 法人フランチャ
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14) 法人加盟や法人フランチャイジーあるいはメガフランチャイジーが､ ビジネス系雑誌
や業界雑誌､ 新聞でしばしば取り上げられるようになったのは2000年以降のことであ
る｡ それ以前に知られていた法人フランチャイジーは､ タニザワフーズ (本社：岡崎











しては､ 各本部が組織するもの (多くは加盟者の親睦団体) しかなく､ 業界横断的な
組織はない｡ 一方､ アメリカのフランチャイズの業界団体 International Franchise
Associationにはフランチャイジーも会員として加盟している｡ また､ フランチャイ























定､ 店舗増大のための投資､ 店舗改装への投資､ 複数ブランド (本部) への
加盟､ フランチャイズ以外の独自事業 (独自業態・独自ブランド) の立ち上
げ､ といった意思決定を容易にすると考えられる｡
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Association of Franchisees and Dealerが存在する｡
②人材確保力の差










が､ 立地選定､ 店舗増大､ 新規業態や新ブランドへの加盟といった意思決定






















わば経営の素人) が多い｡ したがって､ 本部側の経営方針や戦略的意図が十
分に理解できない､ あるいは本部の指導に全面的に依存するといったことが














をもたらすと考えられる｡ そもそも本部が､ 個人加盟者を募集 (想定) する








(ネゴシエーター) となるであろう｡ つまり､ 本部側の統制が個人フランチャ
イジーのようには容易に効かなくなるのである｡ したがって､ 本部が加盟者





確認しておきたい｡ 具体的には､ 法人にはどのような種類があるのか､ ｢法
人成り｣ と呼ばれるものは何かといった問題の整理を踏まえたうえで､ 本研
究の分析対象を確認しておきたい｡
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第１表：個人フランチャイジーと法人フランチャイジーの意思決定の特性


































る｡ このうち､ 法人と呼ばれるものには､ さらに株式会社､ 有限会社､ 合同
会社､ 合名会社､ 合資会社､ 有限責任事業組合 (LLP)､ NPO法人がある｡
有限会社は2006年５月の会社法改正で廃止されたため､ 現在では新規登録が
できないが､ 現状としては過去に有限会社として登記されたものが相当数存
在している｡ 一方､ 合同会社､ 合名会社､ 合資会社は､ 現実には数が非常に
限られる｡ このことから､ 法人フランチャイジーは､ 株式会社と有限会社の
２種でほとんどが占められていると考えられる｡











法人フランチャイジーは､ 厳密には ｢法人成り｣ フランチャイジーと通常











決まる｡ つまり､ 事業開始から２年間は､ 販売先 (顧客) から徴収した消費
税を国に納めなくてよくなり､ その分だけ利益が増える｡ とはいえ､ 多くの
フランチャイジーの場合 (とくに飲食系) は､ 開業初年こそ売上げが低いも
のの (営業期間が12ヶ月に満たないことが多いため)､ 暦年２年目には1000
万円を超えてしまう場合が多い18)｡ そこで､ 事業開始から暦年３年目になる
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17) ｢法人成り｣ は､ 個人が加盟しやすい初期投資が小さなフランチャイズ・チェーンで
多く見られる｡ 筆者が､ 個人加盟が多いラーメンチェーン２社でヒヤリングを行った
際にも､ 法人成りの目的のほとんどが消費税の節税目的であることが確認できた｡











税の種類 所得税 (累進制が高い) 法人税 (累進性が低い)
経費 認定の幅が狭い 認定の幅が広い
























しかし､ ｢法人成り｣ しても､ １人で経営することに変わりは無いため､
多くは１－３店舗程度の経営規模にとどまる｡ このため､ どのような意思決
定を行うかという観点から捉えると､ 実質的には個人加盟者と変わりは無い｡






















一部である｡ つまり､ 法人フランチャイジーには､ 本部資本が100％入った
本部の ｢完全子会社｣､ 50％以上の ｢連結子会社｣､ 49％以下の ｢持ち分法適
用会社｣､ 本部資本が入っていないもの (契約のみ)､ の４種がある｡ 本稿で
はフランチャイジーの意思決定特性を問題とするため､ 原則的には本部の資
本が入っていないものを対象とするが､ 加盟者側の意思決定権が比較的大き
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22) 業界雑誌などでは形式的な基準に基づいた分類が広く行われてきた｡ とくに､ 業種や




とが一般的である｡ 具体的な指標としては､ 第３表のごとく業種､ 加盟ブラ
ンド数､ 店舗数､ 年間売上高､ 組織形態､ 加盟時期・加盟期間がある｡
①業態は､ この中で最もよく用いられてきたものである｡ これは､ 物販








基 準 備 考
【形式的指標による類型】
①業種 物販 (小売)､ 飲食､ サービスの３区分が基本｡ 単業種か複合か
②加盟ブランド (本部) 数















































その他の形式基準としては､ ⑥組織形態 (有限会社か株式会社かなど) や
⑦加盟時期・加盟期間などが考えられる｡ しかし､ これまでは組織形態はほ
とんど意識されてこなかった｡ また､ 加盟時期や加盟年数については､ 他の





れてきた｡ こちらの方が､ 加盟後の意思決定との関係を探りやすい｡ この加





































ある｡ これは､ 本部とサブ・フランチャイズ契約を結んだもので､ 特定のエ
リア (たとえば都府県単位や九州といった地域単位) において､ 本部に代わっ
て加盟者を募集し､ 加盟金の一部とロイヤルティの一部を受け取るものをい





















ただし､ 専業型､ 兼業型にもさらに多様なものが考えられる｡ たとえば､
専業型は起業によって１店舗からスタートし､ その後店舗を増やして成長し
法人になったもの (起業型) が基本である｡ この場合は､ 起業した創業者
(オーナー) の意思決定が大きな影響力を持つことになろう｡ しかし､ 専業
型の中には､ 以前は兼業型であったが､ その後に本業を廃してフランチャイ
ズ専業に転換したものもある (転業型)｡ その場合は､ かつての本業との関
係性が意思決定に影響することになろう｡ また､ 兼業型で展開していた企業
内のフランチャイズ事業部がフランチャイズ専業の子会社として独立したも

















査 (ヒヤリングなど) を行う必要があるが､ それについては稿を改めて検討








なったものをさす｡ すでに触れたように､ ｢法人成り｣ と通常の法人フラン
チャイジーとの境界は店舗数が目安となる｡ 個人事業の場合は､ 人を雇うこ



















































という意見が多く聞かれた｡ ４店舗になると､ 各店舗の管理・指導､ 出店開
発､ 採用業務などを１人で遂行することが難しくなり､ それらを分担できる






これは､ もともと兼業でフランチャイズを営んでいた法人 (企業) が､ 何
らかの事情で本業を廃業し､ フランチャイズの専業法人に転業したものであ





しては､ フランチャイズ事業の肥大化､ 意思決定の迅速化､ 複数の本部に加
盟した場合の競業避止義務 (契約上､ 同一企業内で類似する業態が営めない)















するに､ 本業と関連性が高く､ 本業の強化､ 本業との顧客の共有､ あるいは
本業のノウハウ活用などが期待できるフランチャイズに加盟したタイプとい
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25) たとえば､ 回転寿司 ｢がってん寿司｣ を展開するアール・ディー・シーが､ 2000年７
月に ｢びっくりドンキー｣ のフランチャイジーになったり､ ｢８番ラーメン｣ を展開
するハチバンが2018年３月に ｢ペッパーランチ｣ のフランチャイジーになったケース
である｡ これらは､ 本部の業容を拡大するために同じ飲食系のチェーンに加盟した戦
略である｡ また､ コンビニを展開するポプラが2014年３月にとんかつの ｢かつや｣ の
フランチャイジーに加盟したケースもあるが､ これは競争の激しい中で閉店した店舗
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